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成果分析の背景と目的

●今後、現状では導入に踏み切れていない「アーリーマジョリティ」層へ裾野を広げる必要がある
●本分析では、「アーリーマジョリティ」層の地域が今後どのように新しいモビリティサービスや先進技術の導入を
考えていくべきか、採択11地域をフィールドとして、手法論を研究し手引を作成する

⚫ 全国的なMaaS等の導入に向けては、地域新MaaS創出推進事業の採択地域のような「意欲
的な地域」から、 その他の地域へと裾野を広げる必要がある
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成果分析の位置づけ

⚫ 新しいモビリティサービスの「構想」「実証」段階における基礎的な検討枠組みを整理
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今年度実施内容の全体像

⚫ 新たなモビリティサービスの実装に向けた取組で生じる「つまづき」の解消に向けて、採択11地域を
例とした「成果分析」により、知見の確立を目指した
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成果分析①
「先進技術の活用を含む地域交通の将来像」

成果分析③
「地域住民の高い受容性を維持する理想的なモビリティサービス像へのプロセス」
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成果分析①の位置づけ

⚫ 「モビリティサービスありき」の検討とならないよう、初めに「地域課題」に立ち返ることで、交通に真に
求められる役割を整理し、必要なモビリティサービスを導出する手法論を整備
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成果分析①の位置づけ

⚫ ①地域課題の整理、②交通課題としての捉え直し、③モビリティサービスの整理、④導入課題の
整理の4ステップで、有望なモビリティサービス・先進技術を導出していく
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検討の流れ｜【①-A】移動に関する問題点の整理

⚫ 移動に関する問題点を移動パターンごとに整理した上で、優先順位の高い点を特定する
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検討の流れ｜【①-A】移動に関する問題点の整理｜
(1)移動実態の整理｜「移動の実態」整理シート

⚫ 【①-A-(1)】 「移動の実態」整理シート の活用イメージ

【ポイント】
• 移動者属性別に
整理することで、次の
ステップで問題点を整
理しやすくする

• 地域の実情に応じて、
属性の区分は追加や
削除を加えても可

• アンケート調査結果
など定量的な資料を
基にすることが望まし
いが、簡易的な検討
にあたっては、地域住
民によるワークショッ
プなど、定性的な手
法でも代替可能

自家用車両・自転車・徒歩
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検討の流れ｜【①-A】移動に関する問題点の整理｜
(1)移動実態の整理｜「移動の問題」整理シート

⚫ 【①-A-(2)(3)】 「移動の問題」整理シート の活用イメージ

【ポイント】
• 利用者目線の問題に偏らず、供給者目線の問題も記載することで、「机上の空論」に陥ることを避ける
• 既存公共交通の収支率や、事業者に対するヒアリング結果など、供給者目線の調査結果も踏まえて作成する
• 優先順位は、ヒアリング調査等で得られた、地域住民や事業者の声も踏まえて決定する

3,000 日常の買い物

・エリア内にドラッグストアやホームセンターがなく、多くの場合は町の中心部まで出かける必要があるが、中

心部に向かうデマンドバスは通院需要で埋まる場合も多く、予約を取りにくい

・エリア内のスーパーマーケット○○に買い物へ行くことが多いが、デマンドバスの運行エリア外であり、徒歩

15分程度の距離を歩かないといけない

・デマンドバスの収支率は○○%と低く、事業の持続可能性が低い

・デマンドバスの運転手不足が深刻化している
高
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検討の流れ｜【①-B】地域課題としての捉え直し｜
(1)移動実態の整理｜「背景にある地域課題」整理シート

⚫ 【①-B】 「背景にある地域課題」整理シート の活用イメージ
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検討の流れ｜【②】交通課題としての捉え直し｜「モビリティサービス改善の要件」シート

⚫ 地域課題や既存交通、地域特有の条件から、必要なモビリティの要件を洗い出す
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検討の流れ｜【 ③ 】 モビリティサービスの整理｜
モビリティサービス改善の手法一覧表

⚫ 地域特性・利用者数・モビリティサービス改善の視点に応じ、以下のメニューから選択する
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検討の流れ｜【 ④ 】 導入課題の整理｜「課題と検証方法」整理シート

⚫ 受容性面／体制構築・環境面／事業性面の3つの視点で課題と検証方法を整理する
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成果分析①
「先進技術の活用を含む地域交通の将来像」

成果分析③
「地域住民の高い受容性を維持する理想的なモビリティサービス像へのプロセス」



成果分析③

⚫ 成果分析3の実施内容
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成果分析③

⚫ 成果分析3まとめ
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成果分析③

⚫ FGIおよびWSの意見から考えられる「住民の受容性向上のために推奨される取り組み例」を抽出
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令和４年度知見集

⚫ 今年度の知見集は以下の通り作成。主に自治体向けに新たなモビリティを検討する際のガイドとな
るものとし、民間事業者向けにも自治体理解を深める一助となるものにしたい。
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現状：
各事業者が独自に
最適化・サービス提供

レイヤー②
異業種との連携

レイヤー③
地域データ基盤との連携

レイヤー①
移動サービスの連携

現状・
打ち手

ス
マ
ー
ト
モ
ビ
リ
テ
ィ
チ
ャ
レ
ン
ジ

で
の
対
応

テーマ①：
移動サービスの最適化

テーマ②：
移動サービスと異業種・移動先の連携

テーマ③：データ利活用

• 移動目的地（購買・医療等）側サービス事業者と、
移動サービス事業者間のシステム・データ連携における
課題抽出、効率化効果の検証、分析結果を用いた
業務更新・改善 等

• 地域データ基盤の構築に向けた要件定義
• モビリティデータの分析による新たな付加価
値の創出、創出付加価値提供先の新規
開拓 等

• 交通サービスの効率化に向けた複数の交
通事業者間でのバックエンドシステムやデー
タの連携・共通化の検証 等

• 地域における最適な移動サービスの検討と、
実現に向けた体制組成・交通再編 等

• 異業種と連携した新しいモビリティサービス（貨客混載・医療MaaS等）の検討と、実現に向けた体制組成
• 移動サービスと移動先サービスが一体となった事業運営の検討（移動先店舗との収益連携等）と、実現に
向けた体制組成 等

交通課題と
解決策の整

理

技術の
実証

社会実装

利用者
受容性向上

体制の
組成

効果の
整理

事業性の評
価

実
装

構
想
と
実
証

ニ
ー
ズ
・
シ
ー
ズ

検
証

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

検
証

サ
ー
ビ
ス

導
入

③想定していた進捗が得られ
なかった取組については、課
題と乗り越え方を整理

【ポイント①】
地域新MaaS事業と
データ利活用事業を統
合するとともに、公募
テーマを大括り化

テーマ② テーマ③テーマ①

①目指す姿に対応した将来像を提
出してもらい、採択の参考とする

②（将来像）・今年度の目標に
対する、実施事項・結果・考察等

を事業成果として提示

【ポイント②】
幅広いフェーズの事業を

採択

来年度の事業採択イメージ
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